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月例給３年連続引き下げ、一時金は現状維持

現給保障は２年後に段階的廃止を勧告
－人勧関連情報の解禁は９月30日13時00分以降－
　人事院は本日（９月30日）、12時過ぎから、内閣総理大臣及び衆・参両院議長に、2011年の給与改定等に係る勧告および段階的な定年の引き上げのための意見の申出を行いました。
　今年の給与勧告等のポイントについては以下のとおり。

○　給与勧告のポイント

	　①　月例給３年連続引き下げ　～　平均年間給与は△1.5万円（△0.23％）

　　　（月例給については、40歳～50歳台を重点的に引き下げ）

②　一時金については、民間が3.987月（被災県含まず）だが、改定の見送り
③　給与構造改革における現給保障措置を２段階で平成25年（2013年）度に全廃


○　段階的な定年の引き上げのための意見の申出のポイント

	①　平成25年（2013年）から３年に１歳ずつ段階的に定年を引き上げ、平成37年度（2025年）に65歳定年

②　民間企業の高齢期雇用の実情を考慮し、60歳を超える職員の年間給与を60歳前の70％に設定

③　本府省の局長、部長、課長等、一定の範囲の管理職に役職定年制を当分の間導入

④　定年前の短時間勤務制、早期退職支援の充実など多様な働き方を用意


　なお、こうした勧告に対し、公務員連絡会・自治労本部は、「『臨時特例法案』が国会に提出されていることから、給与勧告を行わないよう求めてきたにもかかわらず人事院が勧告を強行したことは遺憾」「一時金については当然引上げとなる調査結果を恣意的に判断し改定を見送った人事院の姿勢は自己保身に他ならず、厳しく批判されなければならない」「現給保障の廃止に係る2012年の削減額の上限を1万円とするとさせたものの、廃止そのものに対する強い反対にもかかわらず勧告したことに強く抗議する」とした「声明」を明らかにしました。
そして、国家公務員給与に対しては、政府に対し、労使合意における約束を踏まえ、この勧告を実施しないよう求めることとし、同時に国公給与引下げの地方財政に対する影響を阻止するために中央・地方で連携して取り組みを進めていくことを明らかにしました。
こうした声明を踏まえて、全単組・総支部においては、すでに発出した闘争指令に基づき、勧告日翌日の10月３日（月）には、第２次全国統一行動（時間外報告集会）を実施し、人事院勧告の概要の報告と不当な勧告行為そのものに対する抗議を行うこととしますので、全組合員の結集をお願いします。
【人事院勧告関係資料の送付】
	このＦＡＸ情報では各地方本部・単組・総支部に対しては、以下の資料を送信しています。
①　2011人事院勧告・意見の申出の概要（道本部作成・４枚）
②　自治労声明（１枚）
③　公務員連絡会声明（２枚）
④　給与勧告・意見の申出の骨子（人事院作成・６枚）
以上については道本部定期大会会場にて参加者へ配布します。

⑤　給与勧告の仕組みと勧告のポイント（人事院作成・道本部ＨＰ掲載）
⑥　人事院総裁談話（人事院作成・道本部ＨＰ掲載）
※　「勧告および報告本文」については、膨大になることが予想されますので、別途、郵送にて送付することとします。

※　行（一）のエクセルファイルとＰＤＦファイルの全俸給表は解禁と同時に道本部のＨＰにアップします。

　　　　　　　以上の資料は、解禁後すべて道本部ホームページでご覧になれます。
※　行（一）以外の俸給表のエクセルファイルは30日中（時間未定）に、道本部のＨＰにアップしますので、そこから入手して下さい。
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